
もっと、ずっと、地域と共に。

～地方創生に向けて２０２３～

４つの重点推進項目
当行の地方創生推進体制
地方公共団体との取組み

４つの重点推進項目

（Ｐ１～８）
（Ｐ９～２２）
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地方創生推進の将来像＜７７地方創生Ｖｉｓｉｏｎ２０３０＞

当行では、地域のさまざまな課題の解決に向けて、「みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム（ＭＡＰＰ）」の活動を通じ、

多面的な連携・共創による地方創生の推進に取り組んでいます。

地

方

公

共

団

体

地域経済

エコシステム

Ｗｉｔｈコロナ

アフターコロナ

地方創生

ＳＤＧｓ

＜BtoG＞

地公体への

伴走支援

顧客＝市民

ファースト実現

キーワード

ＢｔｏＧ

MAPP
ビジネスに

ワクワク感

あらゆる地域プロジェクトの陰に日向に77あり

官民共同地域未来人材インキュベーション

地方創生アイディアソン

非金融分野のマネタイズ・情報営業

競争から

共創へ

「ＢtoＧ」「77 to Ｇ」

新たな価値創造に向けた協働

共創に向けたサステナブル公金取引

ＩＴサポート・ＤＸ支援

民

間

事

業

者

ＢｔｏＢ

企業の成長ステージをフルサポート

上場企業数低位の東北にＩＰＯ文化定着

国内外の一体伴走支援・ビジネスマリアージュ

苦手分野へ挑戦・ＳＤＧｓ支援

ー１ー
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産学官金による地域経済エコシステムの構築

都市開発

市街地活性化
雇用創出・働き方改革

（→移住・定住）

公共施設の利活用

（廃校活用・道の駅整備等） 若者定着

まちづくりにおける
地域課題

七十七グループ

サポートメンバー

シンクタンク

ＮＰＯ法人

外部機関

大学

など

など

民間事業者

不動産

商社

IT・DX

通信

建設

リース

コンサル

メディア

地方公共団体

◎ 行政コスト縮減
◎ 生産性向上

◎ ビジネス創出
◎ 顧客基盤拡大 ◎ 社会課題の解決

◎ 研究テーマの創出

◎ 事業機会・収益増加

◎ 安定的な収益確保

ボトルネックを解消し
「心から住みたいと思えるまちづくり」

ー２ー
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観光振興支援等
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４つの重点推進項目の更なる取組み強化

まちづくり事業の促進

▶ 地域開発プロジェクトへの参画

▶ 官民連携事業の促進

▶ 当行とナノテラス▲ ナノテラス（上空写真）

▲ せんだい都心再構築プロジェクト

▶ 観光産業の事業化・成長支援

▶ インバウンド推進支援

▶ 観光客受入体制整備支援

地方の産業・経済・暮らしを創生！

地域中核企業支援・育成

▶ ビジネスマッチング・販路開拓

▶ 補助金等活用支援

▶ 進出企業支援

▲ 商談会の様子

▶ 創業支援サービス

▶ ＩＰＯ経営人材育成プログラム

▶ 東北におけるＩＰＯの現状

▶ 上場企業の軌跡

創業・新規事業支援P９-１２

P１３-１６

P１７-２０

P２１ –２２

各ページの二次元コードより
より詳しい説明をご覧いただけます

画像提供：一般財団法人光科学イノベーションセンター
仙台市 ー３ー
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地方公共団体と締結している「地方創生に向けた包括連携に関する協定」等に基づく取組みの一環として、民間資金や民間

ノウハウの活用に向けた官民の情報共有および対話促進を継続的に展開する場である「みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム

（通称：ＭＡＰＰ）」を形成しています。

みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム（通称：ＭＡＰＰ）の取組み

七十七銀行

地方公共団体

協定締結金融機関
大学等

政府系金融機関

シンクタンク

とうほくPPP/PFI協会

東北大学

宮城大学

東北工業大学 等

民間事業者 商 社

建 設

コンサル

不動産

通 信 メディア

Ｍ
Ａ
Ｐ
Ｐ
コ
ア
メ
ン
バ
ー

MAPP

事務局：地域開発部

宮城県および宮城県内すべての

地方公共団体

福島県の地方公共団体

36団体

２団体

ＩＴ・DX

リース

普 及 啓 発 機 能

人 材 育 成 機 能

交 流 機 能

実 行 支 援 機 能

情 報 発 信 機 能

官 民 対 話 機 能

６つの機能をフル活用！！

ー４ー
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みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム（通称：ＭＡＰＰ）の取組み

当行では、ＭＡＰＰを軸に、様々な地域課題の解決に取り組んでいます。

1 〈七十七〉マッチングイベント ２ 地方創生の推進に関する連携協定締結

３ ４
地方銀行フードセレクション

 活用ニーズが高まっている

「企業版ふるさと納税」の

推進を目的にマッチングイ

ベントを開催。約３７０名

の方々が参加しました。

（2023.1.18）

地方創生経営者フォーラム
伝燈と志命 ｉｎ 宮城

 １００年以上経営し

ている企業が培って

きた知恵やノウハウ

等の共有を目的とし

たフォーラムを開催

しました。

（2023.5.31）

 若年層の地元定着等による

地域経済の持続的発展のた

め、「東京ガールズコレク

ション」を企画・制作する

「株式会社ＷＴＯＫＹＯ」

と連携協定を締結しました。

（2023.9.12）

画像提供：マイナビ TOKYO GIRLS COLLECTION 2023 A/W

宮城山形合同商談会

 地域の魅力ある食品を全国へ発信するため、地方公

共団体や他の地方銀行等と連携し、大規模な商談会

を定期的に開催しています。（2023.10）

画像提供：一般社団法人 智慧の燈火プロジェクト

ー５ー
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みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム（通称：ＭＡＰＰ）の取組み

当行では、ＭＡＰＰの取組みの一環として、様々なステークホルダーと連携した企画を実施しています。

参加団体

七十七銀行（１５名）

参加団体

七十七銀行（１５名）

宮城県（１５名）

参加団体

地方公共団体（６団体／１５名）
（宮城県、仙台市、角田町、大崎市、利府町、
加美町）

民間事業者（６社／１５名）
（アイリスオーヤマ、河北新報社、カメイ、
東北電力、トヨタ自動車東日本、当行）

地域開発人材育成プログラム

地方創生を長期スパンで捉えることで、産学官金の連携を通じて効果的な地域活性化策を立案・実行できる
地方創生人材の育成を目的に開催しました。

×

Ｓｏｃｉａｌ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎプロジェクト研究

地域課題の解決を通じたソーシャルビジネスの創出をテーマに、当行と事業構想大学院大学が連携し新企画を
立ち上げました。地方公共団体へのフィールドワークを中心に、２０２３年１１月より始動します。

公募で集ったプロジェクト参加者が、
新たなソーシャルビジネスを構想するプロジェクト！！

２０２０年度

バンカートライアルコース

２０２１年度

官民協働ワークショップ

２０２２年度

産学官金アイディアソン

２０２３年度は…

宮城県

ー６ー 画像提供：学校法人先端教育機構
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税金・各種料金納付にかかるペーパーレス・キャッシュレスへの取組み

 Ｗｅｂ口振受付サービスにより、

ＰＣやスマートフォンから専用

受付サイトを通じて、税金およ

び各種料金等の口座振替の申込

みが、印鑑レス・ペーパーレス

で行えるようになります。
 証明書発行手数料・公共施設利用料・

各種税金等をクレジットカード等にて

決済できるよう推進しています！

 税金をスマホで簡単に納付できるアプリ

の「七十七銀行ＰａｙＢ」によるキャッ

シュレス納付を推進しています！

地

方

公

共

団

体

と

の

取

組

み

事
務
効
率
化
を
推
進
し
、
住
民
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
を
促
進
！

ビジネスコンテスト「X-Tech Innovation」の開催

 デジタルテクノロジーを

活用した業界業種横断型

のビジネスコンテストを

開催しています。

 本コンテストを通じて、

地域住民サービスの向上

に資するサービスの実現

や地域経済の活性化等に

向けた取組みを行ってい

きます。

ペーパーレス推進 キャッシュレス推進

地方公共団体における事務効率化の推進

 地方公共団体における事務効率化に向けた課題を共有し、会計事務のフロー

の見直しや各種改善を支援しています。

ー７ー
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「地方公共団体様向けソリューション集」の発行

 地方公共団体向けに提案可能なソリューションを案内する冊子

「７７ＢＡＮＫ 地方創生に向けた連携について～地方公共団体様

向けソリューション集～」を発行。

 地方公共団体の行政運営サポートおよび地域課題解決に向け、

民間事業者と連携しています。

ソリューション内容（一例）
１）業務効率化

デジタル化・ＤＸ 等

２）歳入増加

企業版ふるさと納税・遺贈寄付

３）まちづくり

ＰＰＰ／ＰＦＩ導入支援、企業誘致 等

４）地域経済

創業・上場支援 等

５）人材関連

人材紹介・活用、金融教育

６）観光振興

資金調達

７）その他

「企業版ふるさと納税対象事業事例集」の発行

 宮城県内の地方公共団体１４団体と、地方創生応援税制（通称：企業版ふるさと納税）

の推進に関する契約を締結。

 地方公共団体と民間事業者のマッチング促進を目的に、「企業版ふるさと納税対象事業

事例集」を発行。

契約締結済み地方公共団体

仙台市 石巻市 白石市 名取市 登米市 東松島市

蔵王町 大河原町 丸森町 松島町 利府町 加美町

涌谷町 南三陸町 （２０２３年１１月１日現在）

～地方創生応援税制（通称：企業版ふるさと納税）とは～

２０１６年に創設された本制度は、国が認定した地域再生計画に位置付けられる地方公共団体の地方

創生プロジェクトに対して企業が寄付を行った場合に、法人関係税から税額控除する仕組みです。

ー８ー
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